
コロンビア経済情勢（２０２４年１１月） 

 

 １１月のコロンビア経済概況は以下のとおり。 

 

【ポイント】 

●レジェス商工観光大臣の訪中（７日） 

●２０２４年第３四半期ＧＤＰ成長率２％（１８日） 

●対エクアドル電力輸出再開（２０日） 

 

【本文】 

１ 主な出来事 

〈国内情勢〉 

（１）金融政策・物価・雇用関連 

ア １０月インフレ率、５．４１％（ラ・レプブリカ紙、１２日） 

 ８日、国家統計局（ＤＡＮＥ）によれば、１０月の月間インフレ率は－０．１３％、年間イ

ンフレ率は５．４１％となった。 

イ 財務省による経済見通し（エル・エスペクタドール紙、１２日） 

 ボニジャ財務大臣は、１０月のインフレ率に言及し、１９か月連続でインフレ率が低

下していることを指摘し、インフレ率が２０２４年末までに年率５％になり、中銀のイン

フレ目標である３％が視野に入るとの見方を示した。また、ボニジャ大臣は、２０２４年

の経済成長率が１．９～２．０％となり、２０２５年には３％まで回復すると予測している

旨明らかにした。 

ウ １０月失業率（Ｗラジオ、２９日） 

 ＤＡＮＥによれば、１０月の失業率は前年同月比で０．１％ポイント低い９．１％であっ

た。失業率の改善に寄与したセクターは、商業・自動車修理業、製造業、建設業であ

った。また、地方で直近３か月間に失業率が高かったのは、チョコ県キブド市、ラ・グ

アヒラ県リオアチャ市、カケタ県フロレンシア市であった。 

 

（２）財政関連 

ア 資金調達法案動静（ラ・レプブリカ紙、７日） 

 資金調達法案が議会に提出されて、およそ２か月が経過した。同法案には、オンラ

インカジノへの課税、石炭採掘への追加課税、ハイブリッド車販売時の付加価値税（Ｉ

ＶＡ）の撤廃等が盛り込まれており、政府は１２兆ペソ（約４２００億円）の税収増を見

込む。また、同法案の法案趣旨説明者として、ミゲル・ウリベ上院議員（民主中道党）、

エフライン・セペダ上院議員（保守党）等が指名された。 

イ ２０２４年国家予算執行率６０％超（ラ・レプブリカ紙、８日） 



 財務省によれば、１０月までの国家予算執行率が７２．３％で、３６４．１兆ペソ（約１

２．６兆円）が執行されたことが分かった。予算執行率が高い省庁は、教育省（７８．

１％）、保健省（７７．０％）、国防省（６９．１％）、検察庁（６７．５％）、鉱業エネルギー

省（６５．２％）となっている。 

ウ 税収減による歳出削減の拡大（ラ・レプブリカ紙、８日） 

 大統領府関係者によれば、税収減により、２０２４年国家予算の歳出削減幅の拡大

が検討されている。本年６月に財務省は、２０兆ペソ（約６９００億円）の歳出削減を発

表したが、最終的な削減額は明らかになっていないものの、３３兆ペソ（約１兆１４００

億円）規模になるものと見られる。国税税関庁（ＤＩＡＮ）によれば、本年９月までの税

収額は前年同期比８．２％減の２０６兆ペソ（約７兆１２００億円）で、当初の税収見込

額よりも１８兆ペソ（約６２００億円）少ない。 

エ 地方交付制度（ＳＧＰ）改革法案（ラ・レプブリカ紙、１２日）（ラ・レプブリカ紙、２９日） 

（ア）ＳＧＰ改革法案は、ペトロ政権でインパクトの大きい改革法案の１つである。同法

案が成立すれば、地方分権が強化されると見られるが、一方で予算の裏付けがない

とも指摘されている。また、地方公共団体がＳＧＰを通じて多くの予算を受け取るとと

もに、その予算を執行する能力も必要となるが、その能力を不安視する指摘もある。 

（イ）レストレポ元財務大臣（現 EIA 学長）は、ＳＧＰ改革法案について、「地方への予

算交付を増加させることだけ考慮しており、財政赤字がＧＤＰ比１０％増加し、公的債

務はＧＤＰ比９３％となる。」と指摘した。また、経常支出が２０２３年と２０２５年を比較

すると２０％増加しており、ペトロ政権が債務をＧＤＰ比５３％から５７％にまで増やし

たと批判した。 

オ 財政規律委員会、歳出削減を勧奨（ラ・レプブリカ紙、バローラ・アナリティック、１

９日） 

 １９日、財政規律委員会（ＣＡＲＦ）は、政府が直面するであろう２０２４年及び２０２５

年の財政面での困難に関する報告書を発表した。同報告書で、２０２４年については

歳出の大幅な削減が必要であるとし、３１兆ペソ（約１．１兆円）の追加削減を行うべき

であるとの見解を示した。また、財政規律を遵守するために、２０２４年第４四半期は

基礎的財政収支の黒字化を必要とする旨指摘した。 

カ 有料道路料金の引上げ（ラ・レプブリカ紙、２７日） 

 ボニジャ財務大臣は、国内の有料道路料金の引上げを２回ではなく１回、２０２５年

１月に行う旨明らかにした。ボニジャ大臣は、２０２４年末時点でのインフレ率が５％台

となり、道路料金等も正常化に向かうとの見方を示した。 

 

（３）鉱業エネルギー関連 

ア 天然ガスの供給不足（ラ・レプブリカ紙、６日） 

 ムルガス・コロンビア天然ガス協会(Naturgas)会長は、天然ガスの供給不足につい



て再び言及し、供給不足を補うために４０００万立方フィートを輸入しなければならな

いと注意喚起した。また、天然ガスの輸入が継続的に行われなければ、国内需要を

満たせないと述べた。 

イ エコペトロル社、天然ガス供給を保証（ラ・レプブリカ紙、８日） 

 エコペトロル社は、天然ガスの国内供給を保証すると明らかにした。電力・ガス規制

委員会（ＣＲＥＧ）は、エコペトロル社の供給により、天然ガスの輸入は不要であると説

明した。エコペトロル社は、ＣＲＥＧの発出した政令により、２０２５年及び２０２６年に天

然ガスを国内に供給することが保証される。これに関し、鉱業エネルギー省は、天然

ガスの主要供給者であり、かつ消費者であるエコペトロル社が国内供給を行うことで、

天然ガスの輸入は回避できるとの見解を示した。 

ウ 国内最大の太陽光発電プロジェクト（バローラ・アナリティック、１３日） 

 アバル・グループのボゴタ銀行及びオクシデンテ銀行は、国内で独立した太陽光発

電プロジェクトとしては最大の「プエルタ・デ・オロ」プロジェクトに４０７６億ペソ（約１４２

億円）を融資すると発表した。同プロジェクトは、クンディナマルカ県のグアドゥアス市

及びチャグアニ市に位置し、発電能力は３５８．６メガワットピーク（年間７３２ギガワッ

ト相当）。鉱業エネルギー省によれば、同プロジェクトにより、年間３６．１万トンの二酸

化炭素が削減される。 

エ 対エクアドル電力輸出再開（ラ・レプブリカ紙、ポルタフォリオ紙、２０日） 

 カマチョ鉱業エネルギー大臣は、乾季による水力発電量の不足を理由に本年１０月

１日から停止していた電力の対エクアドル輸出を、政令第４０４９４号に基づき、１７日

に再開したと発表した。カマチョ大臣は、「国内需要を満たした後、電力の対エクアド

ル輸出を鉱業エネルギー省が許可する決定を出した。電力輸出は火力発電による電

力のみで、兄弟国を支援するための措置である」と発言した。なお、１７日、コロンビア

からエクアドルに１０．１１８１ギガワット時が輸出された。 

オ 天然ガス関連施設の停止（ラ・レプブリカ紙、２５日及び２７日） 

（ア）エコペトロル社は、２４日、ヒブラルタル天然ガス施設（ノルテ・デ・サンタンデル県

トレド市）の運転を停止したと発表した。同運転停止は、先住民政治運動メンバーの

妨害によるもので、バランカベルメハ製油所等で備蓄するための日量３８００万立方フ

ィートの送ガスができなくなった。 

（イ）エコペトロル社は、バランカベルメハ製油所が正常に運転している旨明らかにし

た。２４日からヒブラルタル天然ガス施設が先住民団体によって占拠され、同製油所

への送ガスが停止している。同製油所は備蓄されている燃料及び石油化学製品を供

給することで対応している。 

カ 電力供給の確保に向けた動き（バローラ・アナリティック、２７日） 

 電力ガス規制委員会（ＣＲＥＧ）は、国内の電力供給を保証するための３件の電力入

札を公募した。鉱業エネルギー計画ユニット（ＵＰＭＥ）の電力需要予測によれば、２０



２５～２６年、２０２６～２７年、２０２７～２８年の３期間で電力の供給不足が起きる可

能性がある。 

 

（４）その他 

ア １０月自動車販売台数（ラ・レプブリカ紙、１日） 

 ＡＮＤＩ及びＦＥＮＡＬＣＯは、１０月の新車販売台数が前年同月比３４％増の１万８５２

１台であったと発表した。また、本年１月から１０か月の累計では、販売台数の上位は、

トヨタ（２万１９６３台）、ルノー（１万９１９９台）、起亜（１万８４１３台）、シボレー（１万５４

７８台）、マツダ（１万３８８０台）、日産（９３１４台）、スズキ（８５６８台）等となった。その

他、日本車の販売台数ではスバル（１４６５台）、ホンダ（１１９７台）となっている。 

イ コーヒー価格、１３年ぶりの高値。１ポンドあたり２．７９ドル（ポルタフォリオ紙、１４

日） 

 １４日、ニューヨーク先物市場でアラビカ種コーヒーの価格が１ポンド（４５４ｇ）あたり

２．７９ドルを記録した。コロンビア・コーヒー生産者連盟（ＦＮＣ）によれば、１３年６か

月ぶりの高値。これを反映して、生産額（１８％増）及び輸出額（２５％増）も増加して

いる。 

ウ 融資協定（エル・エスペクタドール紙、１５日） 

 国内金融機関が政府との間で取り決めた、戦略分野への融資を通じた経済活性化

が実施されている。しかし、融資の多くがボゴタ市、アンティオキア県、バジェ・デル・カ

ウカ県を対象として行われており、金融監督庁によれば、戦略分野の１つである大衆

経済への融資は全体の１．４％にとどまる。融資総額目標は２４８．６兆ペソ（約８．７

兆円）で、９月現在、同目標の９．６％に相当する２３．９５兆ペソ（約８４００億円）が融

資されている。融資先の内訳は、製造業・エネルギー移行（８兆ペソ（約２８００億円））、

住宅・インフラ建設（３．１兆ペソ（約１１００億円））、農業（１．７兆ペソ（約５９０億円））、

観光（４０００億ペソ（約１４０億円））、大衆経済（３００億ペソ（約１０．５億円））となって

いる。 

エ ８月対外債務残高減少（バローラ・アナリティック、１３日） 

 コロンビア中銀によれば、８月の対外債務残高（公的・民間を併せたもの）は、前年

同月比１．１％減の１９５２億７６３０万ドルを記録した。同残高は、ＧＤＰ比で４８．７％

となる。このうち、民間対外債務残高は、７月の８４３億４５００万ドルから、８月は８２９

億１７４０万ドルまで減少した。また、公的対外債務残高は、７月の１１３１億９１８０万

ドルから、８月は１１２３億５８９０万ドルまで減少した。 

オ ２０２４年第３四半期ＧＤＰ成長率（エル・エスペクタドール紙、１８日） 

 １８日、ＤＡＮＥは本年第３四半期のＧＤＰ成長率が２％であったと発表した。発表前

に中銀が行った調査では、２～２．５％とアナリストが成長率を予測していたが、同予

測を下回る結果となった。なお、第３四半期の中で９月の伸びが小幅となった原因と



して鉱業分野の－８．７％が挙げられた。一方、農業分野は１０．７％増加した。 

カ ボゴタ通信公社人事（ポルタフォリオ紙、１８日） 

 ガラン・ボゴタ市長は、ボゴタ通信公社（ＥＴＢ）の新社長にディエゴ・モラノ・ベガ元情

報通信大臣を指名した旨明らかにした。モラノ・ベガ新社長は、スイス・アスコム社、

米ベルサウス社、スペイン・テレフォニカ社等で役員として勤務するなど、公共セクタ

ー及び民間セクターでの通信分野における経験を２０年以上有している。 

キ 両洋間鉄道構想（バローラ・アナリティック、１９日） 

 １９日、政府は両洋間鉄道構想に関し、運輸インフラ計画ユニットの検討状況を説

明した。同構想のＦ／Ｓは本年末に準備が整う。なお、同構想は、大西洋側、太平洋

側の２つの港湾及び鉄道の建設、総工費は約６０兆ペソ（約２．１兆円）、５０年のコン

セッション契約が想定される。 

 

〈対外経済関係〉 

（１）通商・投資関連 

ア レジェス商工観光大臣の訪中（商工観光省プレスリリース、７日） 

 １～７日、レジェス商工観光大臣は訪中し、上海汽車集団、中国遠洋海運集団、華

為、ＢＹＤ等を訪問・視察した。また、中国国際輸入博覧会（ＣＩＩＥ）に参加したコロンビ

ア企業の展示も視察した。レジェス大臣は、訪中目的が一帯一路イニシアチブを通じ

た通商政策及び経済協力を強化するものであると説明した。 

イ コーヒーの対中輸出（エル・エスペクタドール紙、１２日） 

 ボニジャ財務大臣は、１４億人の市場を擁する中国にコーヒーを輸出することが重

要であり、競合するのは中国の隣国であるベトナムだけであるとの見方を示した。ま

た、ベトナムよりも良質なコーヒーを輸出でき、戦略として他の産品も輸出できるよう

にしなければならない旨主張した。また、中国市場へのコロンビア産品の参入のため

に一連の合意実現の必要性を訴えた。 

ウ カルタヘナ港及びブエナベントゥラ港、輸入車の７４．６％を受入れ（ラ・レプブリカ

紙、１３日） 

 全国商業者連合会（ＦＥＮＡＬＣＯ）等によれば、カルタヘナ港から輸入された新車台

数（本年１月～８月）は３万８０１３台、ブエナベントゥラ港から輸入された新車台数（同）

は２万８６５４台を記録した。カルタヘナ港から輸入される自動車は主にブラジル、ア

ルゼンチン、メキシコ、米国、フランス等、一方、ブエナベントゥラ港から輸入される自

動車は主にメキシコ、日本、中国、韓国等となっている。なお、同期間に輸入された自

動車の台数は８万９３６４台。 

エ ペトロ大統領、Ｇ２０首脳会合に参加（ポルタフォリオ紙、ラ・レプブリカ紙、１８日） 

 １８～１９日、ペトロ大統領は、ブラジル・リオデジャネイロで開催されたＧ２０首脳会

合にゲスト国として参加した。ペトロ大統領は、今次会合で創設された「飢餓と貧困に



対するグローバル・アライアンス」への参加を表明した。 

オ １０月外国直接投資（ラ・レプブリカ紙、１８日） 

 中銀によれば、１０月の外国直接投資（ＦＤＩ）は、前年同月比１７．５％減の７億２６０

０万ドルとなった。７か月連続の減少。また、本年１～１０月の累計額は前年同期比１

９億５００万ドル減の９３億２０００万ドルとなった。 

カ ９月輸入（エル・エスペクタドール紙、２０日） 

 ＤＡＮＥによれば、９月の輸入は前年同月比４．４％増の５１億６２８０万ドルを記録し、

貿易赤字も前年同月比で１億５３１０万ドル増加し、６億８７８０万ドルとなった。輸入

相手国は、多い順に中国（２６．７％）、米国（２３．７％）、ブラジル（５．５％）、メキシコ

（５．４％）、ドイツ（３．４％）、日本（２．８％）、インド（２．４％）となっている。 

キ カタールとの包括的経済連携協定交渉（大統領官邸プレスリリース、２０日） 

 ２０日、タミーム・カタール首長は、ペトロ大統領と大統領官邸にて二国間協議を行

った。同協議で、両国は包括的経済連携協定（ＣＥＰＡ）に向けた交渉を前進させるこ

とで合意した。また、両国は通商・投資関係の改善のため、税制及び通関分野におけ

る協力関係の強化を目的とした、コロンビア国税税関庁（ＤＩＡＮ）及びカタール関係当

局との間で協議することを決定した。 

ク 海外送金受入額（ポルタフォリオ紙、２４日） 

 中銀によれば、１～１０月の海外送金受入額は９７億１６００万ドルであった。主要送

金元は、米国、スペイン、チリ、メキシコ、英国等となっている。 

ケ ＬＮＧターミナル建設計画（バローラ・アナリティック、２４日） 

 韓国ガス・テクノロジー社（ＫＧＴＣ）は、ソウル市にて、ブリサ港（ラ・グアヒラ県西部）

の液化天然ガス（ＬＮＧ）ターミナル建設プロジェクトにかかる協力合意に、米コルバ

ン・エナジー・グループ及びウリィ銀行とともに署名した。同プロジェクトは、総工費６

億ドルで、発電及び工業用燃料のためのＬＮＧを備蓄するタンクを含むターミナルを

ラ・グアヒラ県西部のブリサ港にある保税地区に建設するもの。なお、同署名式には、

鉱業エネルギー省関係者もバーチャル形式で立ち会った。 

 

（２）国際協力関連 

ア 世銀コロンビア代表（理事代理）人事（Ｗラジオ、１３日） 

 カレン・ロドリゲス世銀コロンビア代表（理事代理）の後任として、アラン・アスプリジ

ャ国家企画局（ＤＮＰ）副局長（投資・評価担当）が就任する。同氏は、インティ・アスプ

リジャ上院議員（緑の同盟党）の弟。大統領府により３人の候補者の１人として選出さ

れていた。なお、コロンビアが所属する世銀理事室には、ブラジル（理事）、コロンビア

（理事代理）、ドミニカ共和国、エクアドル、ハイチ、パナマ、フィリピン、スリナム、トリ

ニダード・トバゴが所属する。 

イ チョコ県への支援（大統領府プレスリリース、１７日） 



 チョコ県での洪水被害を受け、スペイン国際開発協力庁（ＡＥＣＩＤ）（２５万ユーロ）、

米国際開発庁（ＵＳＡＩＤ）（１０万ドル）、中国政府（１０万ドル）等が４６万ドル超の支援

を発表した。 


